
注　　意　　事　　項

　すでに指定を受けた医療機関等に住所変更等、各変更事項が生じた場合は手続きの方法が異なるので注意を要する。

〔変更届の提出が必要な場合〕
　１　指定医療機関の名称を変更した場合（指定医療機関の規模、内容、施設等に変更があった場合を除く。）
　２　住所表示の変更等により指定医療機関の所在地名の呼称及び地番に変更があった場合
　３　婚姻、養子縁組及び法人の名称変更等により開設者名に変更があった場合
　４　開設者の住所に変更があった場合
　これらの理由に該当する場合は「結核指定医療機関変更届書」を所在地を管轄する保健所を経由して提出する。
〔再度申請が必要な場合〕
　１　開設者が変更となった場合
　　(1) 開設者が施設を他人に譲渡したとき
　　(2) 開設者が法人の場合、他の法人に合併されたあるいは新たに法人となったとき
　２　開設者が法人から個人にまたは個人から法人になった場合。
　３　診療所を病院に又は病院を診療所に変更した場合。
　これらの理由に該当する場合は、「結核指定医療機関辞退（廃止）届書」（様式５９）とともに所在地を管轄する保健所を経由して申請する。
記　載　要　領
　１　医療機関等の「名称」は、略称等を用いることなく「結核指定医療機関指定書」の名称を記載してください。
　２　「所在地」は、新町名で番地まで記載してください。
  ３  変更事項の「旧」欄には従来届け出ていたことを、「新」欄には今回変更されたことをそれぞれ記載してください。
  ４  「変更年月日」は変更事項の発生した日を記載してください。
  ５  「委託患者の措置」は既に行ったこと及び今から行おうとしていることを記載してください。
　６　開設者が法人の場合には、法人の「所在地」「名称」及び「代表者氏名」を記載し、代表者印を捺印してください。
